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《本件判決についての解説》  

１．事実の概要 

 本件は、銀行持株会社であるＡ会社の株主Ｘら（原告）が、同社の取締役または監査役で

あったＹら（被告）に対し、同社の取締役兼代表取締役であった者は同社の完全子会社であ

るＢ銀行において生じた不正取引等の案件につきＢ銀行役員らの責任を追及する株主代表

訴訟を速やかに提起すべき善管注意義務・忠実義務を負っていたのにこれを怠り、Ａ会社の

取締役であった者は代表取締役らが株主代表訴訟を提起することを監視する善管注意義

務・忠実義務を負っていたのにこれを怠り、Ａ会社の監査役であった者は代表取締役らに対

しその職務執行を促すために損害賠償請求訴訟を提起する旨警告する善管注意義務・忠実義

務を負っていたのにこれを怠り、それぞれ株主代表訴訟を提起すれば回収できた金額と同額

の損害をＡ会社に被らせたと主張して損害賠償金の支払を求めた株主代表訴訟である。Ｂ銀

行の案件については、別件で同行取締役・監査役らの責任を追及する株主代表訴訟が提起さ

れ、その控訴審において平成１３年１２月１０日、Ｂ銀行を利害関係人として、①別件被告

らは各自Ｂ銀行に対し和解金として総額２億５０００万円を平成１４年３月末限り支払う、

②前項の和解金の支払に関する別件被告ら内部における各人の負担額については別件被告

らの協議により定める、③別件原告らは別件被告らに対するその余の請求を放棄する、④Ｂ

銀行は本件に関し別件原告らと別件被告らとの間の当該和解につき異議なきことを確認す

る、⑤別件原告らと別件被告らおよびＢ銀行は当該和解の成立により和解当事者間ならびに

Ｂ銀行が今後設立する持株会社（Ａ会社：引用者注）と別件原告らとの間において当該事件

に関する紛争が一切解決したことを確認する、といった内容を含む訴訟上の和解が成立し

た。本件訴訟の提起に対してＹらは、別件和解の効力につき、（１）株主代表訴訟は、会社

の役員に対する権利を株主が会社に代わって追行するものであるから、権利主体たる当該会

社が利害関係人として参加するのであれば、和解をなすことは当然可能である、（２）会社

が利害関係人として和解手続に参加し、裁判所の実質的な関与のもとに訴訟上の和解が成立

した場合、和解の当事者たる会社がその和解内容に拘束されるのは、いわば当然のことであ

って、判決を受けた場合にその判決に拘束されるのと何ら変わりがなく、この場合、商法２

６６条５項の適用は否定されるし、和解において被告たる役員の支払義務が一定範囲に限定

され、会社がかかる和解を認めた以上、問題とされた事実に関して、会社は和解の定め以外

に何らの権利も有しない、（３）株主代表訴訟は株主が会社のため、会社が役員に対して有

する権利を代位行使するものであるから、和解が成立して会社がそれに拘束される以上、和

会社が株主代表訴訟における訴訟上の和解に利害関係人として参加し取締役らに対して免

除の意思表示をした場合と商法２６６条５項の適用の有無。 
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解当事者以外の株主も和解によって確認ないし変更された会社の権利内容を承認せざるを

得ず、和解成立後に他の株主が別途株主代表訴訟を提起しても、役員に対して当該和解内容

を超えた何らの請求もなしえない理となる、などと主張した。これに対してＸらは、別件和

解は裁判所の勧告によって手続が開始され、最終的に当事者双方が裁判所の説得に従って互

譲し、Ｂ銀行が利害関係人として参加した上で成立したものであるが、その当事者であった

株主３名のみを拘束するものであって、他の株主を拘束する効力はないと争った。 
 
２．判決の要旨 

 商法２６６条５項は、同条１項に基づく取締役の責任は、総株主の同意がなければ免除で

きないと定め、同条５項は同法２８０条１項によって監査役の責任についても準用される。

しかるに、別件和解におけるＢ銀行の・・・免除の意思表示については、総株主の同意があ

ったとは認められない。 

 そもそも、訴訟上の和解においては、利害関係人である会社による免除の意思表示は、訴

訟当事者である原告株主及び被告取締役が行う訴訟行為としての訴訟上の和解と不可分一

体のものとしてされており、単なる実体法上の免除の意思表示とは性質を異にする。そして、

商法２６６条５項は、昭和２５年の商法改正（昭和２５年法律第１６７号）時に、株主代表

訴訟制度を導入するのにあわせ、同条４項として設けられた規定であり、同改正前は、株主

総会の特別決議によって取締役等の責任を免除できるとしていたところ（同改正前商法２４

５条１項４号）、総株主の同意を要求するに至った趣旨は、株主代表訴訟提起権が単独株主

権とされていることから、一人でも株主が代表訴訟を提起しようとしたとき、会社又は他の

株主が取締役の責任を免除して提訴を妨害することを防止することにある。しかるに、訴訟

上の和解においては、既に代表訴訟が提起され、他の株主は、当該訴訟に共同訴訟参加する

ことができるのであるから、たとえ総株主の同意を得ることなく和解による責任免除を認め

たとしても、そのことによって株主の提訴権が奪われることにはならない。したがって、以

上のような行為の性質及び商法２６６条５項の趣旨に照らすと、訴訟上の和解における免除

の意思表示については、同項は適用されないと解するのが相当である。 

 

３．本件判決についてのコメント  

（１）  商法２６７条以下の株主代表訴訟は、民事訴訟法上の通説によれば、第三者たる原告

株主に当事者適格（訴訟追行権）を与えた法定訴訟担当である。その特徴は、実体法上の権利の

帰属主体（会社）と訴訟追行の主体（原告株主）とが分裂する点にある。そのため、株主代表訴

訟における訴訟上の和解については、実体権の処分と考えられる和解を、訴訟追行権者でしかな

い原告株主がなしうるのかどうか、という根本的な疑問を生ずる。また実際上、会社荒らし的な

嫌がらせ訴訟を提起した原告株主や弁護士が会社から金銭の供与を受け、馴れ合い的な和解に応

じて訴訟を終結させるという和解の濫用が懸念されることも、和解制度の運用実績を重ねたアメ

リカの経験から明らかである（新谷・後掲《参考文献》（上）２８頁参照）。会社ないし株主全体

にとって不利益な内容の不当な和解に関して、再審の訴え（商２６８条ノ３）や悪意の敗訴株主

（商２６８条ノ２第２項）に準じた原告株主の責任追及で対抗する余地があるにせよ、明らかに

悪質な場合以外はいずれも主観的要件の立証に窮する可能性が大きい。このように、原告株主の

和解権限には理論上も実際上も問題点がある。 

 しかし他方で、原告に和解の条件交渉を許さず判決確定まで硬直的な猪突猛進を強いるのは、

迅速かつ合理的な解決への道を遠ざける結果ともなりやすい。和解には早期紛争解決の利点があ

るほか、確定判決を債務名義とする強制執行に比べて、被告の経済状態に即して現実に履行可能

な回収計画の策定とか、担保設定など当事者の合意を要する回収確保手段の用意等、回収の実効

性を高める効果が期待できるのも事実である（遠藤直哉ほか「日本サンライズ株主代表訴訟事件

の一審判決と和解」商事法務１３６３号６３頁参照）。また、代表訴訟上の和解を禁じたところ

で、原告が請求の減額や一部取下をした上それを被告に認諾させれば、実質的には和解と等しい

結果になるともいえる（新谷・後掲《参考文献》（上）２７頁）。こうした考量もあって近時は株

主代表訴訟における和解を一律に否定するよりむしろ和解内容の公正確保に配慮しつつ和解制

度の活用を図る方向に学問的関心が向けられ、実務的にも企業法務の関心が集まるなか、日本サ

ンライズ事件の高裁段階における和解での決着という先例も現れるに至って、もはや代表訴訟に

つき和解が認められるとの認識はほぼ一般化したようである。とりわけ本件のように、会社が利

害関係人として訴訟上の和解に参加している事例では、会社から原告株主に対する和解権限の授
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与を認定することで、訴訟追行者たる原告の処分権問題は理論的にも十分克服できる。 

 ところで、和解が一種の交渉問題で当事者双方の歩み寄りの工夫であることを思えば、株主代

表訴訟の和解に取締役責任の軽減ないし一部免除という譲歩が伴うのも自然の成り行きであり、

それには免除要件として商法２６６条５項にいう総株主の同意を要するのではないかという、も

う一つの理論的問題が登場する。もちろん、実質的に責任免除の内容を含まない和解、たとえば

終局判決で予想される会社の回復見込額かそれ以上の和解金を支払うとの和解もありえようが、

判決前の和解段階では未だ責任の有無や賠償額も通常はっきりしないことを思えば、むしろ和解

には責任免除を伴うのが普通であるとの一般的認識にたって和解内容を問わず画一的に責任免

除の手続を要すると解すべきか（前田・後掲《参考文献》２５１頁）。このように解釈したあげ

く、必要な総株主の同意を欠くというのであれば、たとえ原告株主や会社が被告取締役と和解し

て責任を軽減しても、他の株主は和解内容に拘束されないとの結果になりそうである。本判決は

この問題につき、訴訟上の和解に利害関係人として参加した会社による免除の意思表示には商法

２６６条５項の適用はないと裁判所が明言した最初の事例で、平成１３年改正後の商法２６８条

５項による立法的解決と歩調を合わせた判断とみることができる。 

（２） 取締役の会社に対する責任の免除要件として総株主の同意を要求する商法２６６条５項

の立法趣旨は、判旨にもあるとおり、単独株主権たる株主代表訴訟の提起権が多数決による責任

免除でその意義を失うことのないようにするという点にある。代表訴訟による取締役責任の追及

を単独株主権として保障しながら、責任免除に反対する株主を押し切って多数決による免除を認

めるのは平仄が合わないというわけである。提訴権にかかる株主の利益保護を強化する目的で、

責任免除の要件を厳格にし取締役責任を強化した規定ともいえる（近藤光男・新版注釈会社法

（６）２９１－２頁）。このように提訴権の保障という見地から眺めたとき、原告株主個人の提

訴権の処分だけと考えて原告株主単独での和解を可能とする余地もあろうが、その場合にはかえ

って株主各自の提訴権を保障する同条項により、他の株主を拘束する和解の効力は否定されてし

まう（高橋・後掲《参考文献》７５頁）。また他方で、会社の提訴にせよ株主代表訴訟の提起に

せよ取締役の責任を追及する訴訟が提起された後は、もはや他の株主にとって自分達にも判決効

が及ぶ関係上その訴訟に参加する権利が残るにすぎず、他の株主の提訴権は消失するから提訴権

確保の趣旨は目的を達したとして、同条項の適用制限を説く見解もある（新谷・後掲《参考文献》

（下）３０頁）。総株主の同意なくして和解による責任免除を認めても他の株主の提訴権を奪う

ことにはならないからと述べる本判決の論旨も、この論法に乗るものといえようか。このような

考え方に対しては、株主全体に及ぶ判決効の構造が和解にも当てはめられ、和解も他の株主を拘

束するとはいえないとの批判がある。すなわち、判決が株主全体を拘束するのは要件事実によっ

て判決額が一義的に絶対のものとして定まる建前だからであるが、和解金額がいくらになるかは

当事者間の合意次第で、会社が加わった和解でも同様だし、むしろ会社が加わる場合にこそ商法

２６６条５項が総株主の同意を要求しているのだから、やはり別途この条項を制限解釈する可能

性を探らなければならないという（高橋・後掲《参考文献》７８頁）。本件における被告Ｙらの

主張も、会社が利害関係人として参加した和解手続に対し裁判所が実質的に関与した点を重視し

ているようであり、単独提訴権の保障という一面に偏した嫌いのある本判決の形式論理とはかな

りの距離が感じられる。事案としては別訴控訴審における和解であり、すでに証拠調べで一定の

心証を得た裁判所の主導により判決見込額に近い合理的内容の和解案へ誘導されたのではない

か、という実質的公正の見地から同条項の適用制限を導く途もあったはずである（遠藤ほか・前

掲６５頁、江頭憲治郎・株式会社・有限会社法［第２版］３７２頁参照）。（１）で前述したよう

に判決見込額の予測がつきにくいという事情に鑑みれば、ひとくちに訴訟上の和解といっても、

提訴後まもなくの和解と一審判決を経た控訴審段階で裁判所も事案を相当熟知していると期待

される時期の和解とでは、裁判所の後見的監督により実質的な公正さの担保される度合いにかな

りの差が出るはずである。まして裁判所の和解案を前提としない交渉型の和解では、株主全体を

拘束する責任免除の効力など認めがたいのではないか。幸いにして、本件が裁判所の説得に従っ

た互譲タイプの和解事例であったことは原告Ｘらも認めるところである。本件のような大規模公

開会社の事例では総株主の同意による責任免除などありえず、平成１３年商法改正で株主代表訴

訟の和解をすっきり実現可能にしたのは当然の立法的措置といえようが、旧法下の事例に関する

解釈論としては、和解に参加していない株主にも実質的な株主利益の処分という影響が及ぶこと

を直視した実質論的なアプローチによるべきではなかったか、という印象が残る。 
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